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一村一品運動の継続を可能にする要因
向　井　加奈子，藤　倉　　　良
要旨
大分県で始められた一村一品運動は，村おこしとして一定の成果をあげてきたが，活動の持続可能性をもた
らす要因が明らかでない。このため，大分県および北海道で行われた運動について文献調査と面接調査を実施
し，運動の提唱者である平松守彦氏が成功要因としてあげた商品開発，自主自立・創意工夫，人づくりという
３条件が継続している活動に共通してあてはまっていることを明らかにした。さらに，持続可能な活動では，
当事者から，参加者の「気づき」を実現させる実行力のあるリーダーが現れている。また，リーダーや当事者
を側面から支援するファシリテーターの存在も確認された。
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１．はじめに
一村一品運動は大分県の平松守彦知事（当時）が
1979年に提唱した政策１で，県下58の全市町村（当
時）で住民が様々な活動を展開してきた（本論文で
は政策としての一村一品運動を「運動」とし，この
政策に基づいて実施された個々の事業活動を「活
動」と呼ぶこととする）２。大分県は後述するよう
に人材育成などの基盤整備は行ったが，そのための
補助金交付などは行わず３，各市町村がどのような
活動を実施するかは，住民の自主性に委ねてきた。
運動の開始当時，358億5,300万円（143品目）であっ
た特産品の販売額は，1990年には1177億4500万円
（272品目）に，1999年には1,416億200万円（319品目）
に達している（平松2006：62）。こうした成果が全
国的に注目を集め，運動開始から10年目の1988年に
は，日本全国で約3,000あった地方自治体の約７割
が運動に加わっていた（大分県一村一品21推進協議
会2001：138）。
大分県の一村一品運動については，施策や量的分
析，マーケティング，地域振興などの観点から様々
な研究が行われてきた。孫（2010）は，施策を実証
的に検討し，行政組織が政策を期待通りに展開する
ための戦略を示した。足立（2007）は，活動の成果
を統計的に検証し，大矢野（2001・2002）は，活動
が持続的に成長するためには，当該地域の経済発展
が自然環境と社会水準の許容範囲内で行われなけれ
ばならないことを数量分析的アプローチによって示
した。吉田（2006）は地域産業に着目し，関連事業
を結ぶキーパーソンの重要性を指摘している。猪爪
（2006）は農産物直売所の成功による農村女性の内
発性を示し，西川（2006）は地域資源をキーワード
に国内外の事例を考察した。Adachi（2008）は一
村一品運動のマーケティング面での特徴を明らかに
している。林・十代田・津々見（2004）は，アンケー
トや面接調査を基に複数の特産品を比較し，売上
が，生産体制や流通，PR 活動，近隣市町村の提携
に影響されることを示した。荻江（2005）は，内発
的発展論から活動を分析し，運動には精神運動及び
社会開発の側面があったとしている。遠藤（1989：
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2-16）は，運動を可能とする条件として，交通通信
施設の整備，日本経済の発展に伴う大都市の形成に
よる巨大市場の成立，情報社会の進展を指摘してい
る。平池（1993）は地域革新の視点から分析し，地
域における危機感と革新的アイデアを実施に至らせ
るイノベーターの存在を条件としてあげている。岡
田（2005：160-163）は運動について一定の評価を
与えてはいるものの，品目が増加するにつれて1997
年をピークに特産品の一品当たりの販売額が減少
し，一部企業の販売額が全体の販売額を押し上げて
きたことや，一部市町村を除いて就業人口，定住人
口が減少傾向にあることを理由に活動の限界を指摘
している。保母（1990）は，運動が地域おこし運動
論として多くの過疎地域に刺激を与えたとしつつ
も，それだけでは地域振興の経済理論にはしがたい
ことを指摘している。松井（2006：14-17）は，運
動の功績は地域振興を担う多彩な人材と人的ネット
ワークの形成であったと指摘している。
また，遠藤（1989：5-6）は，「成功するか否かは
半ば偶然の結果に委ねられている」とし，「新しい
試みが，独占的な利益を期待できるのは他が模倣す
るまでの間であり，他の追随を許さない何ものかを
創造しない限り，地域づくりの永続的で決定的な起
動力となりうるものではない」と指摘している。平
松（2006：34）も運動を「単なるモノづくり運動と
捉え，外部の業者任せにして，短絡的に特産品開発
に飛びついたところでは，類似品が続出し，成果を
あげることができなかった」と述べている。さらに，
「売ることは作ること以上に難しい。品物が良いか
ら売れるというものではない」とも指摘している
（平松1990：74）。宮脇悦司４も，「売ることがいか
に難しいか。一村一品でも売る努力をしなかったと
ころはみなダメになっている」と述べている（大分
県一村一品21推進協議会2001：61）。別府市で新た
な活動を牽引している鶴田も，「マーケットを考慮
しないイベントとプロモーションは成果に結びつか
なかった」と指摘している（森本2010）。
一村一品運動が一定の成果をあげてきたことか
ら，日本政府は開発途上国へこれを地域おこしのモ
デルとして移転しようとしている。これまでに30か
国以上でプロジェクトが実施されてきた（Mipro 
2013）。2008年に横浜市で開催されたアフリカ開発
国際会議で採択された TICAD Ⅳ横浜行動計画で
は，「一村一品運動の更なる推進により，アフリカ
における産品開発及び輸出振興を支援する」ことが
明記された。しかし，ここでも全ての移転事例が成
果 を 上 げ て い る わ け で な い（Mukai・Fujikura 
2013）。技術移転にあたり，一村一品運動の特徴と
して踏まえておくべき要素が明らかになれば，今後
の技術移転プロジェクトを推進する上で有意義なも
のとなろう。本論文では，複数の国内事例について
持続可能性を比較した研究はこれまで行われてこな
かったことから，開発途上国で実施されている一村
一品運動の持続可能性を向上させることを念頭に置
き，国内で実施された活動事例を比較し，何が活動
を継続させる要因になるのかを明らかにする。一村
一品運動に明確な定義はなく，地域開発プロジェク
トの一形態と考えられるが，ここでは「一村一品運
動」という名称を冠した事例を対象とした。まず，
大分県における運動の概略を振り返り，続いて，継
続した活動として杵築市と天瀬町，日田市大鶴農
協，別府市の事例を分析する。さらに，北海道で行
われた活動を分析し，最後に，活動を継続させるた
めに必要な要因を明らかにする。
２．一村一品運動
大分県の個々の活動は住民に委ねられていて，必
ずしも「村」単位で行われたわけではなく，特産品
も一つを開発して終えるものでもなかった。活動主
体も様々であったが，一様に一村一品運動と呼ばれ
ている。
運動が提唱された背景には，地元に雇用がなく町
を離れる若者が多いことや住民の行政依存体質があ
り，これらを変えなければ地域を豊かにできないと
いう状況があった（平松1993）。そのため，平松知
事は大山町などで行われてきた既存活動を県民に再
認識させることで，県下で他の活動を盛り上げよう
とした５。誇れるものを地域で掘り起し，商品化す
ることで生活の糧とし，県下の人材を育てようとし
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たのである。何を地域の誇りにするかを決めること
は住民にまかせ，あきらめずに実践し続ける人を育
てていくことを県の政策主眼とした。こうした運動
を通じて，平松知事は，①ローカルにしてグローバ
ル（商品開発），②創意工夫，自主自立，③人づくり，
の三原則が運動の成功要因であると考えた（平松
1990：80-82）６。
県は地域リーダーを育成する「豊の国づくり塾」
を1983年に設立し，平松知事が自ら塾長を務めた。
卒塾生は第一期が421名，第二期（1986年）が384名
となり，1992年には卒塾生が中心となって新たに
「NEO21塾」などが設立され，20年間におよそ2,000
人の人材が育成された（大分県1999：52）。この人
材育成策は，女性の起業にも影響を与えた（表１）。
平成14年（2002年）度に農林水産省が実施した農村
女性の起業活動調査では，大分県には個人経営が
143件，グループ経営196件，合計339件があり，件
数では全国第３位であった７。1994年には，活動を
発展させるために，「一村一品女にまかせろ100人会
（現 NPO 法人　大分人材育成・地域文化交流協会
　後藤佐代子代表，100人）」が結成され，農山漁村
の女性が，社会的な立場や所得の向上を目指して，
農産品や加工品の販売を都市部で始めた。この動き
が県内各地の女性グループに広がり，一村一品運動
をさらに盛んにするきっかけになった。同会は，農
村振興の実績と国際交流，人材育成研修の受け入れ
など発展的な活動が高く評価され，2011年には「あ
したのまち・くらしづくり活動賞 総務大臣賞」を
受賞している（oita-press 2011）。
平松知事は運動を推進するため，自らがトップ
セールスマンとなり，イベントも積極的に開催した
（表２）。生産体制や設備を充実させ安定供給を図っ
た後は，PR を強化して販売戦略を強化することが
活動を継続させるために重要であり，どんなに特産
品づくりに力を入れても，商品が売れなければ生産
者のモチベーションが下がるだけでなく，独立採算
制の活動にはならないからである。
一村一品運動は，農村女性の所得向上や地域の産
業おこしだけでなく，業種を超えた人のネットワー
クづくりや交流にも寄与した。住民が変革を望みつ
つ方法を模索していた時に運動が契機となって，自
分たちの町村の将来を考えるようになった。1980年
に県下の青年たちが開催した「ムラおこし研究集
会」は，県下の農林漁業・伝統工芸・加工業・地域
文化の代表230人が集まり，実践活動を通じての問
題提起，他産業への理解を深めることによる地域経
済循環の促進等が目指された（大分県一村一品21推
進協議会2001：38-40）。1988年には，販売対策を目
的とした「大分一村一品株式会社」が異なる業種24
社，４団体，４個人が出資して発足した８。県内や
表１　大分県内の農村婦人経営専門校修了者と女性起業家数の推移
（単位：人）
2002年 2007年 2008年 2011年
農村婦人経営専門学校（２年）
終了者数
416 481 547 760
女性起業家数（累計） 283 339 316 400
（出所）中小企業基盤整備機構2013：9　筆者加筆
表２　大分県における一村一品関連のイベント開催回数・日数・販売額の推移
（単位：回・日・万円）
1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年
開催数 26 27 23 32 30 34 29
催延日数 145 150 138 179 180 229 170
出品金額 21,825 25,925 28,926 53,266 71,787 80,142 96,942
販売金額 9,902 12,155 14,597 21,799 29,814 35,211 36,926
（出所）中小企業基盤整備機構2013：7　筆者加筆
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地域内がターゲットであった産物も，県がイベント
のバックアップを行ったことで，全国に流通するよ
うにもなった。1981年には，ホテルオークラで全国
初の大規模な物産展を開催し，これを陰で支えた生
活改善グループの女性たちの大きな自信となった
（大分県一村一品21推進協議会2001：39）。
３．杵築市
活動が中止に追い込まれる理由に類似商品の台頭
があるが，そうなっても生き残る方法を編み出した
好事例に杵築市がある。同市の特産品は路地みかん
であったが，1960年代に生産過剰によってみかんの
価格が下落し，存続の危機にあった。そこで，生産
者の三浦義伸９，柴田芳彦らは，流通時期を分散さ
せることで地域の生産者が生き残れると考え，1975
年に５人で杵築市農協ハウスみかん部会（当時）を
結成した。同時に，生産者に負担の少ないリース農
園を提案し，参加者を増やし安定供給と安定収入を
確保した。1975年の開始当時には５人だった賛同者
も，1979年には40～50人となり，1984年には，杵築
市は全国でも有数のハウスみかんの生産地となった
（大分県一村一品21推進協議会2001：290-292）。
活動が継続できたのは，生産者が産地低迷の原因
を克服する独自のアイデアを生み出し，成果を見せ
ることでアイデアを普及させたからである。つま
り，農協ハウスみかん部会が「気づき」を放置せず
に実施に移すための環境を整備したことにある。具
体的には，気候の関係で糖度が低かった大分県の温
州みかんを高級品種のマーコットに変え，ハウス栽
培に転換することで出荷時期をずらし，年間50万円
のリース農園10により生産者の負担を軽減した。生
産者単独では実施困難であるため，生産者，市，農
協が協力して農業公社を設立し実施した。1999年に
は，農林水産省が杵築市のリース農園をモデルにし
たリース農園を全国24か所に設置している11。
４．天瀬町
天瀬町の「あぜみちグループ」は，人材育成や生
活関係普及事業を通して活動を発展させた農家の女
性が中心となって活動している生活研究グループ
（旧・生活改善グループ）である。活動当初には，
農村部の過疎，環境不備，就労の場なしの状況があ
り（中小企業基盤整備機構2013：25-26），生活改善
普及事業12が行われていた。普及員資格を有する県
職員が農村女性に直接普及指導に当たり，製品開発
のための技術指導や行政との繋がりを作る面におい
て大きな役割を果たしていた13。
1977年に結成された同グループは，「売ったお金
で，皆で温泉に行こう」（中小企業基盤整備機構
2013：26）というキャッチフレーズで休耕田を活用
して小豆やさつまいもの共同栽培に取り組んだ。外
出さえままならなかった女性には生活改善を通し
て，外に出たい，仲間と楽しく話しながら生活を送
りたいという動機14があった。1980年には，生活改
良普及員や県などから活躍の場を与えられ，「かり
んとう」作りが始められた。1981年には「むらおこ
しの会」が結成され，高齢者でも製造できる「かり
んとう」を産物として一村一品運動に参加した。参
加者は行政主催のイベントや物産展等に参加でき，
補助金や助成金の適応を受けることができた。しか
し，イベントで得られた評価から，家庭の調理手法
では消費者に受け入れられないと気づき，技術を磨
いて「村おこしの手造りかりんとう」を商品化した
（公益財団法人あしたの日本を創る協会2004）。1983
年には農産加工施設を設置し，1985年にはこれを法
人化した15。地域内高齢者の生き甲斐づくりとして，
「よもぎかりんとう」の素材となるよもぎ摘みを委
託し，労働力不足は地域外に出て働けない若妻を
パート雇用して補った。販路開拓は，天瀬町役場が，
「一村一品運動を代表する，元祖かりんとう」とし
て行い，県による物産展等イベントにはグループ員
が参加した。2001年には，「空き店舗対策事業16」
を利用して，JR 天ヶ瀬駅前に販売所を開設してい
る（ 中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構2013：25-30・ 長 門
1999：98）。
「あぜみちグループ」は立ち上げ時に，生活改良
普及員から技術的・精神的な支援や指導を受けてい
た（長門1999：94-98）。生活改良普及員が参加者の
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「気づき」をもとに，活動方針の改良を行っていっ
たのである。生活改良普及員は県や専門家と住民を
結ぶ人的ネットワークも持っていて，活動が軌道に
乗ってからは，補助金や助成金の適用を受け，税理
士の指導を受けてグループを法人化した。リーダー
である渡辺晃子は，家事や農業との両立ができない
状態では継続が困難であると気づき，農業経営士の
資格も活かし，生活改善活動と加工組合の役割分担
をして，労働条件の明確化（労働と休憩時間と時間
給等）と社会保障の整備（労災保険・失業保険・
PL 法対応保険）等に取り組んだ。その結果，1983
年には300万円であった売り上げが1986年には1,200
万円に増加した（公益財団法人あしたの日本を創る
協会2004）。
県は意欲を高める機会を提供し，グループ員らは
働きやすい環境17を作ることで家事や農業と副業18
とを両立させた。また，グループ内の不公平感をな
くすために，賞を授与された時にはリーダーではな
く，年齢の高いメンバーを立てた。渡辺は率先して
対外的な研修や会合にも参加し，学んだことをメン
バーに伝えた。1990年にはシカゴの食品見本市へ出
店19し，中国西安での一村一品運動セミナーで講演
も行った。2009年２月には「大分県うまいものフェ
ア in 上海」に出店した20。国内外の研修生や視察団
の視察を受け入れることで人的交流が活発に行われ
るようになり，人材が育成され21，ネットワークも
広がった。
活動開始時には生活改良普及員が活動の方向付け
を行い，成長期にはリーダーの渡辺がその役割も果
たした。そして，このグループは，県が用意した場
を活用することで活動や商品のプロモーションを行
い，活動を通し個人を成長させたことが注目されて
いったのである。
５．大鶴農協
大鶴地区は大分県西部に位置し，耕地が山間部に
点在する地域にあり高齢化が進展し，早くから農業
従事者の確保が困難な状況にあった（吉田1993：
148）。1955年に日田市に吸収合併された頃から農協
は赤字で，地域の存続が危ぶまれていた。1984年，
大鶴農協組合は大山町の NPC 運動（脚注２を参照）
に携わった池永千年22の協力を得て，村おこしの活
動を開始した。池永は，農協の営農販売部長に就任
して，営農の指導から市場への売り込みまで行っ
た。主な取引市場を大阪とし，調査やネットワーク
づくりの費用は全額農協が負担した（糸乘2001：
114）。池永が「営農振興の基本方針」を農民に示し
た当初には賛同者は現れなかったが23，池永は100
日かけて10人の賛同者を見つけ出し，少量多品目で
生産と販売が一体化した営農指導を行い，誰でも作
業しやすく，需要のある作物の生産（当初はゴボウ
とセリの二品目）に取り掛かった。この活動が一戸
に一品を作る活動であった24ため，「一戸一品運動」
と名付けられた。そして，農協が営農意欲を引き出
すために少量でも様々なルートを通じて高く販売し
た結果，初年度から成果が現れた。農業従事者は，
高齢者，女性，Ｕターン組等様々であったため，農
協は生産者のそれぞれの適正と能力，関心に焦点を
あて，品目を自主的に選択できるように多種類を用
意した。
池永は講習会を開催して活動を進めた。当初は参
加者が少なかったが，「出席しないと損をする。よ
い商品づくりができない。」と気づかれるようにな
ると自由参加の講習会の参加者も増えてきた。大阪
だけでなく，広島や東京の市場見学も行い，見学後
は参加者自身で考えるように仕掛けた。それまで，
農協が主催の見学は帰りのバスの中が酒飲みカラオ
ケ大会となっていたが，酒を積み込むのを止めさ
せ，全員から感想を引き出し，「市場が何を見てい
るか，値が決まる要因は何か，消費者は何を求めて
いるか，品目によるロットなどの違い等々」につい
て話し合った。さらに，「どれか一つの品質が悪い
と，競りの当たり具合によっては，みんなの値が下
がってしまう」ことを説明し，大鶴地区に帰る頃に
は品質管理についての意思統一ができていた。そし
て，帰宅後に参加者がその日の出来事を家族に話し
たため，情報は自然と共有された。こうした参加者
の「気づき」を放置させずに実施に移せる環境が
あったため，大鶴全体の品質が向上していった（糸
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乘2001：117）。活動の参加者は２年目には81人，３
年目には150人と増え（表３），全農家の66％に達し
た。９集落中４集落では参加率が80％を超えた（吉
田1993：150）。池永の営農振興の方針は老若男女誰
もが参加できるものであったため，1992年には245
戸が「一戸一品運動」に参加した。
この活動では，参加者の平均年齢の変化が小さい
ことが指摘できる（表３）。高齢者の営農意欲や野
菜の収益性に刺激され，他で働いていた既婚女性な
ど若年層が1986年以降参加し始めたからである。所
得だけでなく，子供と昼間も過ごせることのメリッ
トも大きかった。さらに，30～40歳代の既婚女性は
独自の会を組織し，自分たちの関心が大きいハーブ
や花の栽培へと発展させていった（吉田1993：
153）。誰でも参加できる地域に合った仕組みがあっ
たために，当事者である農業者の自主性が高まった
と考えられる。
1993年に，大分農協は，地域で生産された野菜直
売所を開店させた。その後の15年間，大鶴地区やそ
の周辺で生産された農産物や加工品などを販売して
きたが，沿線の車の通行量や産物の出荷量が減少し
たことに加え，大鶴農協の合併後はこの店舗が重視
されなかったこともあり，経営が悪化した。2008年
６月，さらなる合併で大分県農協となって，直売所
は閉鎖された。しかし，地域の要望もあり，大鶴振
興協議会が中心となり，「やさい工房・沙羅」が再
オープンされている（井上2008）。現在は，自分た
ちに合わせた方法と創意工夫25で野菜作りを存続さ
せている。地域での人材が育っていたために，一時
衰退した活動も住民によって再開された。
リーダー兼ファシリテーターであった池永は
NPC 運動の経験者であり，人的ネットワークも豊
富であった。大鶴地区に合わせた独自のアイデアを
提案し，活動を通して様々な年代の農民の「気づき」
を誘発し，「気づき」を遊離させず立証することで
成果に繋げた。住民へのプレゼンテーションは同じ
地域の住民の成果を示すことであった。最初に参加
した農民が成果を広め26，活動を普及させていった。
大阪等市場へは少量であるが必要とされる農作物を
用意した。各戸は少量生産であっても，参加者を増
やし地域全体で取り組むことで，ハーブ類，エンダ
イブ，ウイキョウ，マーシュ，チンゲンサイ，ター
サイ，ツルムラサキ，シャンサイなど50品目を越え
て市場から信頼される少量多品目の産地となって
いった（糸乘2001：116）。
６．別府市
別府市は，1970年後半以降から宿泊数が減少し続
けてきた（鶴田・野上2008：4-5）。花火大会などの
イベントを開催しても，集客は一時的に増えるだけ
であった。儲かる人は一生懸命やるが，儲からない
人は引いていくという構造になり，街のために本腰
を入れる人が少なくなってしまった。そこで，地域
リーダーが再生のためのきっかけを探し，長年の経
済成長によって生じていた依存体質からの脱却を目
指した（森本2010）。地域再生を目指して地元の経
営者たち27がそれぞれに小集団活動を行い，社会的
問題の解決に向けた地域のコミュニティネットワー
クを形成した。
基礎を作ったのは，豊の国づくり塾の卒塾生であ
る菅健一らであった。菅らは，インターネットがな
い時代からコミュニケーションツールとしてのパソ
コンデータの受け渡し28を行い，別府の町で起きて
表３　一戸一品運動参加者数と販売額の推移
（単位：戸・人・万円・歳）
1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年
農家数 35 81 150 155 161 182 201 230 245
参加者数 50 122 183 220 236 281 307 348 372
販売金額 2,462 2,912 8,293 15,988 21,962 30,115 36,790 36,972 38,790
平均年齢 59.6 58.9 59.0 58.9 59.3 59.8 60.8
（出所）吉田1993：150　筆者加筆
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一村一品運動の継続を可能にする要因
いる事柄を話し合っていた。1996年には地域のリー
ダー達が，市内８か所の温泉集落の異なる歴史や個
性を生かすため，「別府八湯勝手に独立宣言29」を
行い，「別府八湯ウォーク30」や，「スタンプラリー
別府八湯温泉道」などを進め，観光業以外に従事す
る市民や外部識者を巻き込みながら行動する小集団
を作っていった。現在，定期的に開催されている八
湯ウォークは13か所31あり，地元ボランティアによ
る活動が続いている。
こうした動きが2001年にはハットウ・オンパクと
いう新たなモデルへと繋がっていった32。鶴田浩一
郎と野上泰生は，ボランティアによる活動基盤は人
的にも財政的にも脆弱であると考え，小集団による
地域づくり活動を「オンパク」33という事業コンセ
プトに取りまとめた。2010年度には地域づくり総務
大臣賞を受賞している（脚注30を参照）。鶴田は，
この活動を通して，人的なネットワークを持ちコ
ミュニティをまとめることができるリーダーと，関
連事業以外の住民の参加，プロモーションのための
IT 担当者，プレゼンテーション能力が高いライ
ター34が活動の継続には必要であり，モデルをその
まま移行するのではなく，「標準化」を「現地化」
することが重要であると指摘している（森本2010）。
７．北海道
1983年，横路孝弘知事（当時）は就任と同時に一
村一品運動を北海道に導入した。881団体が参加し，
特産品695事例，観光・文化など616事例が開発され，
71件の学習活動が行われた。特産品の製品開発は，
地域の生活改善グループを中心に行われ（北海道
1986），生活改良普及員が中心となって生み出され
た東藻琴村のチーズ，千歳市のハスカップジャム
（河合2007）は現在でも地域の特産品であり，地域
づくりを担う人材が育成されている（平成六年第一
回北海道議会定例会1994：222）。
寺本（2004：117）は北海道の一村一品運動を，「数
百年の歴史を持ち，自然に地域の特色がにじみ出て
くるような本州の各地域とは異なって，北海道の各
地域では，本格的な農業の展開という点で相対的に
歴史が浅く，まちづくりは新たなアイデアを出すこ
とで始まるというケースも見られた」と指摘してい
る。
北竜町では一村一品運動として，ひまわりの栽培
が行われた。ひまわりは，油，菓子，転作作物，緑
肥の他，ひまわり畑を主とした観光名所「ひまわり
の里」に活用されており，ひまわりを核とした商品
づくり35や地域づくりが行われている36。契機となっ
たのは，農協婦人部の「北竜町にしかない活動がし
たい」という動機に対して，農協職員が提案37した
ことにあった。目的は，食生活と環境美化の２つで
あり，1980年に500戸の農家夫人による「１戸１アー
ル自給運動」が開始された。4.2ha から始まった作
付面積は，96年には80.2ha（前年の倍）となり38，
2000年には全国１位の111.1ha となった。北竜町に
は，集落単位で形成された営農集団があり，農協に
は，婦人部の存在があった。これらのまとまりの力
が自給活動を後押したといえる。北竜町ではプロ
ジェクト開始から30年以上経った現在も，農協婦人
部の活動，ひまわり観光協会，竜トピア会39，商工
会青年部，売店組合，老人クラブ，ひまわりボラン
タリー協会，中学生による「世界のひまわり栽培」
が，役場，農協等，北竜町民を巻き込んだかたちで
進められている40。
本別町は，1984年に活動を開始した41。エゾウコ
ギ（生薬），タンポポコーヒー，くまざさエキス，
緑のナス，牛乳たまご，タンポポの綿帽子を使った
室内装飾品，またたけ，温泉イチゴと花卉の製品開
発を始めた。グループ連絡協議会は1984年から「エ
ゾウコギ育苗栽培研究事業」を発足させ，道と町の
一村一品運動の補助金を受けた。マイタケ栽培を始
めた理由は，町長をはじめとする町営農対策協議会
の一行が群馬県桐生市のきのこ研究所を視察して，
これを過疎地域振興計画の一部としたからであっ
た。本別町はふるさと産業開発センターを建設し，
技術は桐生市の生産業者の協力を得た。流通対策と
して町中央公民館は，「地場産まいたけアラカルト」
という小冊子を作って町民に無料配布を行い，一般
の家庭に普及していない利用法を紹介した。1988年
にはマイタケ生産施設（総事業費3,900万円）が完
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成し，乾燥まいたけを作り上げた。温泉イチゴと花
卉は，温泉熱を利用したいちごと花の水耕栽培で，
農協は町と連携して地域活性化戦略プロジェクト事
業や農業農村活性化モデル事業などを導入し，町農
業の実情分析や学識経験者の提言をとりまとめて，
2,000万円を投じて330平方メートルの試験用ハウス
を作った。しかし，本プロジェクトの成果は明らか
でなく，現在，本別町のホームページでは商品を検
索することはできなくなっている。
北海道の一村一品運動に関する道政モニターのア
ンケート調査42によると，回答者の57.5% が，「地域
の発展に役立っている」，と答えているが，内容は，
「町の知名度やイメージの向上」（75.4%）が最も多
く，次いで，「雇用の場の創出」（34.4%），「所得増
加や地域の発展」（12.9%），「人口流出防止」（12.9%）
であった。開始当時は，二次産業の生産力が弱く雇
用機会に恵まれない道内市町村の約70% を占める
過疎地城で，地場産業の掘り起しと結びつけた町づ
くりが期待されたのだが（中村1984：3-6），開始10
年後には，道民の６割が運動は地域再生の力には
なっていないと考えるようになり，地域の一部の人
だけの運動である43とも考えられていた。「地域全
体の取り組みになっている」と答えた人は18.4% に
すぎず，36.0% の人は，「地域の一部の人たちのみ
の取組みになっている」と回答している。運動に対
する盛り上がりへの質問には，23.8% の人が「盛り
上がっている44」と答えたが，58.9% の人が「盛り
上がっていない45」と答えている。「盛り上がって
いる」と答えた理由として，特産品づくり（59.4%）
と，農協，漁協，商工会議所の取組み（53.8%）を
あげる人が多かった。「盛り上がらない」と答えた
人46の理由は，「連帯感」や「意欲」，「人」の欠如
をあげていた。特に，「地域の連帯感」と「住民の
まちづくりの意欲」関しては，性別，年齢を問わず
理由の上位であった。都市別にみると，札幌市では
「 住 民 が 地 域 お こ し の 必 要 性 を 感 じ て い な い
（55%）」とし，他の都市では，「地域の連帯感が乏
しい47」となり，町村では，「地域に運動を先導す
るリーダーが少ない（57.1%）」が理由の一位であっ
た。
８．考察
調査対象の６地域の事例を表４にまとめた。北海
道本別町の事例を除いた５地域で，平松知事が成功
要因として掲げた３条件が満たされている。持続的
な活動が確認できなかった本別町では，人づくりと
して着目できる活動が認められなかった。本別町以
外には持続的な活動が行えなかったことが明らかな
事例の情報収集が困難であったため，３条件が持続
可能性の必要十分条件であるという結論に至ること
はできない。しかし，持続的な５事例から３条件は
持続可能性を得るための必要条件であることが推察
される。
５事例に共通することとして特筆すべきは，「人
づくり」によって当事者から現れたリーダーの存在
である。リーダーが自らの経験48を基に地域独自の
アイデアを生み出すだけでなく，活動を通して生ま
れた参加者の「気づき」を「気づき」で終わらせず
に，それを実現させていたことが，共通に観察され
た。杵築市では農協ハウスみかん部会がみかん農家
の「気づき」を持続可能な地場産業へと成長させた。
天瀬町では「気づき」を発展させることで生活と農
業・副業を両立させ，女性が活躍する場を創出した。
大鶴農協では「気づき」が地域に合った働き方と農
産物を作り出し，品質管理に貢献した。別府市では
「気づき」によって地域のネットワーク網が広がり，
県の政策が終了した後も，地域の小集団活動を効果
的に繋げるオンパク事業など新たな試みが生まれ
た。北海道北竜町でもひまわりを核とした製品や活
動が，老若男女の「気づき」によって生み出されて
いる。北海道道政モニターのアンケートでも運動が
盛り上がらなかった理由として町村部の６割のモニ
ターがリーダーの不在を上げていることからも，
リーダーの重要性を伺うことができる
さらに，参加者の「気づき」を実現するために
ファシリテーターが重要な役割を果たしていること
を指摘しておきたい。ここでのファシリテーターと
は，活動の側面支援であり，地域外での体験を有し，
地域を客観的に見ることができる存在である。そし
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て，単に活動を進めるだけでなく，マーケティング
等，住民に不足している知識を補うなどして，地域
内外へ活動の成果をアピールし，第三者に認められ
る場をつくることで活動をさらに成長させていっ
た。天瀬町の生活改良普及員や大鶴農協の池永がそ
れに該当する。また，大分県庁は県下の活動に対し
て，情報提供や交換の場を提供し，全国規模のイベ
ント開催などを行うことでファシリテーターの役割
を果たしてきた。
一村一品運動という名称から，一品目の生産を目
指す活動と誤解されやすいが，活動が継続している
事例からは，すべて複数の産品が生みだされてい
る。ヒット商品は競合品や類似品の台頭を招き，個
性的な特産品といえども寿命があり，いずれ売り上
げは下向く（中小企業庁2005）。その時に，既存の
産品に頼らずに，新たなアイデアやサービスを地域
の力で生みだし，市場に提供することが重要であ
り，そのために人づくりが不可欠なのである。身近
にあるものを再認識し生活の糧とする活動は，当
初，人々の注目を浴び，目新しい手法で住民のやる
気を奮い立たせることができるかもしれない。しか
し，ビジネスとして継続させるアイデアが浮かば
ず，成果を得ることができない人々は，いつしか活
動から離れてしまう。「豊の国づくり塾」は卒塾生
が知り合いの中から次の人材を探して育てるという
方法がとられていたため，後継者発掘が限界に達す
ると成長が望めなくなった49。導入当時は画期的な
方法であっても，時代の流れや地域の構成メンバー
の変化によって適応できなくなることもある。活動
を継続させるためには，具体的なビジョンを示す
リーダーと共に商品のマーケット戦略やリスクに継
続して対応できる人材，活動を側面支援するファシ
リテーターが必要であると考えられる。
こうして，リーダーやファシリテーターによって
進められてきたそれぞれの活動が，ネットワーク化
されることで，活動の幅が広がり，参加者の意識が
高まって，持続可能性が高められたと言えよう。杵
築市では，地域内のネットワークを活用することで
単独では実現困難なリース農園が創造された。「あ
ぜみちグループ」は，そこに研修者を受け入れたり
参加者が様々な場所へ出かけたりすることで人の交
流が活発になった。「一戸一品運動」では，当初は
表４　一村一品運動で観察された３要素
商品開発 自主自立・創意工夫 人づくり
杵築市 ハウスみかん
高級品種
ハウス栽培
リース農園
農協ハウスみかん部会
天瀬町 かりんとう
労働条件の明確化
外部知識の現地化
国内外のフェアや人的交流による個人の
成長と自信の醸成
渡辺晃子
生活改良普及員
大鶴農協 少量多品目の農作物
講習会や経験による情報共有
地域全体のブランド化
少量販売できるルートの確保
池永千年
別府市 個性豊かな８つの温泉
メーリングリストによる情報共有と人的
ネットワーク形成
豊の国づくり塾卒塾生を始め
とする地域リーダー
北竜町 ひまわり
１戸１アール自給運動
町ぐるみのひまわり栽培
ひまわりを核とした製品や観光
農協婦人部
竜トピア会
本別町
乾燥まいたけ
温泉いちご
花卉
「地場産まいたけアラカルト」による利
用法の普及
温泉熱の利用によるイチゴと花卉の栽培
該当なし
（出所）筆者作成
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池永の人脈が頼りであったが，参加者が地域外の市
場を視察することでネットワークが広がった。別府
市では，小さな集団同士がネットワークを張り巡ら
せることで地域全体の活動が見えてきた。北海道北
竜町でも様々な集団のネットワークを利用して地域
全体の活動とした。さらに，一村一品運動は住民の
自主自立を促す活動でもあったため，育成された人
材やグループは運動とは別に自分たちで新たな道を
切り開いている50。
大分県では，運動開始から20年が経過したときに
は，「自発的に取り組むところを応援するスタイル
を終始貫き通し，行政の言うことだけをやればいい
という気分を一掃し，地域の民力を引き出した（湯
布院町街づくりリーダー）」，「これまで通りの農業
をやっていたのではだめだと思い，企業経営の手法
を取り入れた。知恵をだして売れるものをつくれば
成功する（大分市の企業農家）」という声が聞かれ
るようになった（長門1999：96）。農家や地域が知
恵を出し合い，売れる産品づくりに取り組んでいく
意欲を，一村一品運動が引き出し，取り組む環境を
県政が整備したことが伺える。
一村一品運動の成果を受けて，30以上の国々でこ
れをモデルとしたプロジェクトが実施されている
（Mipro 2013）。しかし，その多くは特産品づくりが
主眼であり，運動の本来の目的である人づくりに重
点を置いて，住民主体の活動にまで発展させたもの
は少ない。海外では殆どの場合，JICA（国際協力
機構）プロジェクトリーダーや，JICA が派遣する
専門家やボランティアが発案したアイデアをもとに
活動が進められる。アイデアを当事者が考えだす日
本の活動とは異なる形態ではあるが，日本の３条件
が十分に満たされるようにプロジェクトを設計する
ことが必要であろう。特に，注目すべきは「人づく
り」である。プロジェクトの期間が終了し，ファシ
リテーター役であった日本人スタッフが帰国した後
も，持続的な活動が維持されるためには，地域外と
の繋がりを維持しつつ参加者の「気づき」を実現す
る能力を有するリーダーや新たなファシリテーター
を住民や組織の中から育成することが欠かせない。
９．謝辞
研究の実施に当たって，インタビューに応じて頂
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もご協力頂いた国際一村一品交流協会の内田正理
事，佐藤みどりさんに深くお礼申し上げます。
注
１　「平松知事の在任６期24年の長きにわたって，県の基
本政策として展開された大分県の一村一品運動施策」
（孫2010：788/2248）
２　大分県の一村一品運動のきっかけとなったのが，1961
年に「ウメクリ植えてハワイに行こう」というキャッチ
フレーズの下に町ぐるみで始められた大山町の NPC（当
初 New Plum and Chestnut）運動である（平松1990）。
農業に経営の視点を導入し，少量多品目で付加価値の高
い農業を追求した。活動は40年以上続き，2005年には大
山農協が，「2005年過疎地域自立化優良事例総務大臣賞」
を受賞している。守友（1991）は，この運動によって大
山町の階層間に格差が拡大したことを指摘しているが，
山神・藤本（2006）は町独自の地域振興策をマーケティ
ングの観点から捉え，地域活性化を促すビジネスモデル
として評価している。
３　一村一品運動として行われる活動自体には直接補助金
を出さないこととしていたが（孫2010：801（2261）），
人材育成については「豊の国づくり塾」を運営するなど
県の施策として予算配分を行っていた。
４　宮脇は，大分県玖珠町の一村一品商品（吉四六漬け）
を地元の野菜だけで生産し，農業と加工業を結び付け，
地元に雇用を創出した（大分県一村一品21推進協議会
2001：61）
５　活動の73.2% は運動が提唱される以前に始まってお
り，半数以上の一村一品製品が元々の特産品であった
（林・十代田・津々見2004：８）
６　筆者インタビュー（平松守彦氏，2011年８月25日）
７　農林水産省 http://www. maff. go. jp/j/keiei/kourei/
danzyo/d_cyosa/woman_data5/ ｈ14.html
（2013/08/13）
８　トキハデパート（筆頭株主），東京千代田ビルサービ
ス，日本合同ファイナンス，伊藤忠商事，三井物産，三
井商事，県物産協会，大分銀行，農協中央会，県漁連，
大分合同新聞等が出資し，卸売り，通信販売，テレフォ
ンショッピング等を通じて全国的に売り出そうとした
（平池1993：148）
９　1999年度まで全国の全果連柑橘部会，および，大分県
柑橘部会の会長（大分県一村一品21推進協議会2001：
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291）
10　排水措置を含む基盤整備や2000万円かかるコンピュー
ター管理の自動コントロール装置は農業公社が国や県，
市の補助金を利用して設置し，運営している（大分県一
村一品21推進協議会2001：290-292）
11　大分県農業協同組合杵築柑橘選果場 http://www15.
ocn. ne. jp/~o-kanren/　（2013/08/01）
12　戦後，GHQ 天然資源局のイニシアティブの下，農業
普及制度が企画構想され，農林省と各都道府県の「協同
農業普及事業」として新設された。事業は，男性に対す
る農業改良，女性に対する生活改善，青少年に対する青
少年育成に分かれた（太田2004：21,27）
13　筆者インタビュ （ー国際一村一品交流協会・内田正氏，
2013年３月28日）
14　参加した女性は「皆で頑張れば楽しいことができるこ
とを実感し，また，旅行することで結束が高まった」「嫁
が畑で働くことに対しては舅も姑も文句は言わないので
気兼ねなくできた」「皆でわいわい楽しんで作業し，作
業の合間に畦道で休憩をとり，持ち寄ったまんじゅうや
かりんとう，漬け物等でお茶を楽しんだ」と語っている
（中小企業基盤整備機構2013：25-26）
15　建設費500万円は，農村地域農業構造改善事業の補助
金と農協等からの融資である（中小企業基盤整備機構
2013：27-28）
16　2001年，大分県が国の補助事業を活用し，商工会議所
が主体となって空き店舗対策事業に取りくんだ（関谷
2003：37）
17　メンバーがそれぞれ出られるときに出るという体制を
整え，家業をおろそかにしないようにした（中小企業基
盤整備機構2013：45）
18　目的は利益の追求ではなく女性が元気になることと
し，渡辺らはかりんとうのレシピを秘匿せずに，県内外
50以上の団体に公開した。その結果，売り上げは分散し
たが，活動する人たちが繋がり，運動が広がるきっかけ
となった（中小企業基盤整備機構2013：14）
19　1990年に大分一村一品運動顕彰を受賞し，かりんとう
の宣伝販売のため「海外市場開拓推進事業」の一環とし
て全員で赴いた（公益財団法人あしたの日本を創る協会
2004）
20　大分県は，県産食料品の中国市場への売り込みのた
め，JETRO 上海センターの協力を得て，上海市内の高
級スーパー４店舗で食品フェアを１週間，開催した。菓
子やジャム，焼酎など約60品が出品され，３日目には完
売する商品も出るなど，盛況を呈した（大分一村一品国
際交流推進協会2009）
21　ヨルダン，タイ，ミャンマー，フィリピン，ブラジル，
マラウイ，南アフリカからの研修，及び，アフリカ
JICA 事務局長（10名）や青年海外協力隊事前研修者も
視察した（大分一村一品国際交流推進協会2009）
22　池永千年は，NPC 運動の原動力である大山青年農業
研究会（1963年発足）の生みの親であり，三笘啓之助産
業係長とともに村長と住民との間に立ち，徹底した農業
優先策を実施した（大山町1982）
23　「今更，年寄りに汗をかけというのか。農協のガキ共
に何ができる」，「三反百姓でやれるはずがない（その三
反のうち30％が減反になっていた）」，「どーせ，そう長
生きはせんとじゃろう」「生きがいは，ゲートボールを
やることと，老齢年金を貯めて自分の年金で旅行に行く
ことだ」という農民の声があった（糸乘2001：115）
24　現在は一戸で複数の品目を作っている（日田新聞
2013）
25　ハウス栽培や，年間を通じた６回転の収穫，小規模
（10～30アール）効率的な畑の活用を通して，高齢者や
女性が中心となり軽量な野菜を栽培し，独自の流通も
持っている。2012年からは，市場に出せない規格外や少
量生産の野菜約90品目を日田市内の飲食店・旅館４点に
産直で販売している（日田新聞2013）
26　「（参加者）『８人に自分が儲けた話を，近所に吹聴し
て回れ』と言ったら，８月の準備の頃には，希望者が32
入手をあげた」（糸乘2001：118）
27　鶴田浩一・野上泰生（NPO 法人ハットウ・オンパク，
野上氏は豊の国観交カレッジ卒塾生），甲斐賢一（NPO
法人鉄輪湯けむり倶楽部，豊の国づくり塾卒塾生），菅
健一（NPO 法人別府八湯トラスト，豊の国づくり塾卒
塾生），山出淳也（NPO 法人 BEPPU PROJECT）
28　1997年には別府ハットウ・メーリングリストを７人で
立ち上げている（JSBRI 2010：78）
29　筆者インタビュー（豊の国づくり塾卒塾生，2013年３
月27日）
30　 総 務 省 http://www. soumu. go. jp/main_content/ 
000155262.pdf（2013/11/22）
　別府八湯竹瓦倶楽部は2001年度地域づくり総務大臣賞を
受賞
31　別府八湯ウォーク HP http://walk. beppu-navi. jp/ 
（2013/08/13）
32　いいね！ JAPAN　ソーシャルアワード「ハットウ・
オンパク」
　http://iine-japan. fnavigation. jp/socialaward/pickup/
pickup_article25.htm（2013/12/04）
33　オンパクは温泉博覧会の略で，小規模の体験交流型プ
ログラムを集めて短期間に開催し，地域活性化を図るも
のである。経済産業省や日本財団などの支援を受け，現
在日本全国18の地域5,346人が活動している（ジャパン
オンパク公式 HP http://japan. onpaku. jp/（2013/07/ 
14））2005 年度は補助金4,000 万円で10～12 月の３ヶ月
間別府市にて開催している（国土交通省2013：12）
34　やりたいことをＡ４一枚の紙にまとめ，10分くらいで
プレゼンテーションできる能力（森本2010）
35　メロン・スイカ・お米などの生産組合が，町の特産品
としてのブランド化を図るため，北竜町の町花である
「ひまわり」をつけることを決定し，２～３年くらい前
より改名された（2010年～2013年北竜町地域おこし協力
隊員　寺内昇，2013年７月24日）
36　北竜町 HP http://www. town. hokuryu. hokkaido. jp/ 
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（2013/08/13）
37　1979年にユーゴスラビア空港の近くのひまわり畑の美
しさに魅せられ，ひまわりが景観とひまわり油の効能の
２つの可能性を持つことを指摘した（寺本2004：124-
125）
38　1990年に町と農協でひまわり作付け助成金（100円 /
kg），観光ひまわり作付け助成金（10,000円 /10ha）を開
始し，1993年には助成額を20,000円 /ha に増加させ，ひ
まわりを転作作物，緑肥として位置づけた（寺本2004：
125）
39　「竜トピア会」は，商工会青年部，町，農協職員７名
により1987年に結成された。商業，農業，土建業，役場，
農協，改良区，商工会の職員，教員へと幅広く呼びかけ
をした結果22名の賛同を得て，イベント毎に実行委員会
を作りボランティアで活動を行っている（須藤2001：
18）
40　ひまわり観光協会事務局　南秀幸のコメント（寺内
2011）
41　本別町史 http://www. tokachi. pref. hokkaido. jp/
darchive/sityousonsi/honbetsu_bunka_seikatu. html
（2013/08/13）
42　アンケート調査は，平成４年６月に道内在住の20歳以
上の男女500人に郵送による多項目選択方式（一部記述
を含む）により実施された。回答数は455人（89%）（北
海道1992）
43　平成六年第一回北海道議会定例会（1994：216）
44　「運動スタート以来盛り上がっている」「一時期盛り上
がりが欠けたが，最近，盛り上がりつつある」を含む。
男性52名，女性54名（合計106名）から227の回答を得た
（北海道1992）
45　「一時期に比べ盛り上がりを欠いている」「運動のス
タート当時から盛り上がっていない」を含む（北海道
1992）
46　男性164名，女性98名（合計262名）から876の回答を
得た（北海道1992）
47　人口10万人以上の都市では60%，10万人未満の都市で
は54.1%，共に理由の一位（北海道1992）
48　大分県下の成功事例として紹介されている他事例の地
域リーダーにも，大山町（イスラエル・キブツ他多数地
域），湯布院町（ドイツ・バーデンヴァイラー），安心院
町（ドイツ・アッカーレン村）（Mukai・Fujikura2013）
など，都市部よりＵターンした人や，国内外での体験を
有する人が少なくない。また，活動によって国内外の研
修生が各町村に訪れるようになるため，人と情報の交流
はさらに活発になっている（大分県一村一品21推進協議
会2001）
49　筆者インタビュー（豊の国づくり塾卒塾生，2013年３
月27日）
50　筆者インタビュー（豊の国づくり塾卒塾生，2013年３
月27日）
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